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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税を含む。以下同じ）は含まれておりません。 

２．第56期までの潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

３．当社は、平成15年６月に連結子会社であった光陽化学工業株式会社の全株式を譲渡しました。この結果、第

57期中間における子会社３社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理

的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しくなったため、第57期中間より中間連結財務諸表は作成しており

ません。 

回次 第56期中 第57期中 第58期中 第56期 第57期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 

至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（千円） 3,120,278 － － 5,849,973 － 

経常損失（千円） 50,786 － － 90,028 － 

中間（当期）純損失（千円） 121,330 － － 109,890 － 

純資産額（千円） 4,196,547 － － 4,226,374 － 

総資産額（千円） 7,716,729 － － 7,048,386 － 

１株当たり純資産額（円） 588.74 － － 593.05 － 

１株当たり中間(当期)純損失金額

（円） 
17.01 － － 15.41 － 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 54.3 － － 59.9 － 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△168,600 － － △38,519 － 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
435,555 － － 714,535 － 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
62,272 － － △568,740 － 

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（千円） 
764,728 － － 541,946 － 

従業員数 

〔外、平均臨時雇用者数〕(人) 

286 

[51] 
－ － 

275 

[48] 
－ 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第56期までの１株当たり純資産額、１株当たり中間（当期）純損益金額、潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額及び持分法を適用した場合の投資利益につきましては、中間連結財務諸表を作成してい

るため記載を省略しております。 

３．第57期中間以降の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額につきましては、潜在株式がないため

記載しておりません。 

４．第57期中間以降の持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社を有していないため記載しておりません。

５．当社は、中間キャッシュ・フロー計算書を第57期中間会計期間より作成しているため、第56期以前の営業活

動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フローな

らびに現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高については記載しておりません。 

６．第58期中の中間純損失の多大な計上は、固定資産の減損に係る会計基準の適用に伴う減損損失の計上等によ

るものであります。 

回次 第56期中 第57期中 第58期中 第56期 第57期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（千円） 2,827,231 2,709,895 2,409,558 5,556,926 5,519,537 

経常利益（千円） 41,777 2,143 12,490 494 63,683 

中間（当期）純損益（千円） △272,014 19,891 △2,444,973 △319,960 64,156 

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 3,503,020 3,503,020 3,503,020 3,503,020 3,503,020 

発行済株式総数（株） 7,392,000 7,392,000 7,392,000 7,392,000 7,392,000 

純資産額（千円） 4,255,224 4,195,668 1,885,147 4,225,665 4,310,318 

総資産額（千円） 7,767,057 7,281,534 5,028,285 7,038,690 7,133,153 

１株当たり純資産額（円） － 588.92 265.06 － 605.76 

１株当たり中間（当期）純損益金額

（円） 
－ 2.79 △343.69 － 9.01 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり中間(年間)配当額（円） － － － － － 

自己資本比率（％） 54.7 57.6 37.5 60.2 60.4 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
－ △105,983 39,254 － 137,191 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
－ 83,729 △140,717 － 68,662 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
－ 258,005 202,943 － 31,976 

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（千円） 
－ 747,575 851,921 － 749,903 

従業員数 

〔外、平均臨時雇用者数〕(人) 

286 

[51] 

245 

[43] 

238 

[41] 

275 

[48] 

236 

[41] 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 子会社であったケー・テクス株式会社、ケー・クリエイト株式会社、ケー・システム株式会社の３社は平成17年3

月31日に解散決議を行い、当中間会計期間において解散手続きをほぼ完了いたしました。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従

業員数は［  ］内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２．臨時従業員にはパートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

  

(2）労働組合の状況 

 当社には、光陽社労働組合（組合員数180人）が組織されており、印刷情報メディア産業労働組合連合会（印刷

労連）に属しており、ユニオンシップ制であります。 

 なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 238［41］ 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国の経済は、原油高による不透明感を残しつつも、企業収益の改善、雇用の改善、

輸出の好調、堅調な個人消費を基調にテンポは緩やかとはいえ回復を続けてまいりました。 

 印刷関連業界におきましては、需要は比較的堅調に推移しておりますが、依然として厳しいコスト競争が続いて

おります。 

 このような経営環境のもと、当社における当中間会計期間の最重要課題は昨年に引き続き黒字の安定確保であ

り、そのための対処すべき課題として次の事項に取り組んでまいりました。その結果、それぞれにおいて、計画に

比べて未達成部分が多く、下期以降に課題を残すこととなりました。 

①画像処理技術を核とした業界変革の定着 

製版から印刷までのトータル受注の強化につとめましたが、東京をはじめ全社的に受注の伸びも鈍く、期待の

印刷売上が計画に反して低調な結果となりました。 

②印刷の社内生産推進による付加価値の増加 

前事業年度に生産体制を拡充して印刷の生産力充実の中軸を果たすべき「光陽社プリンティングセンター」

（平成16年５月に江東事業所に移転し、8色印刷機やＣＴＰ（コンピュータ・トゥ・プレート）を増設）への

前期にまさる業務拡大を図りましたが、印刷受注の伸び悩みにより、内製を推進することによる付加価値増加

計画は不十分なものにとどまりました。 

③選択と集中による生産性向上、原価低減、合理化整備 

過剰投入状態となっていた製品部門の人員を削減し印刷部門に重点シフトするなど、経営方針に基づいた一連

の再構築策は、前事業年度に引き続き固定費削減効果を発揮しております。 

④財務体質の強化 

前事業年度の一連の総資産圧縮策の上に、当中間会計期間においては有形固定資産等の減損処理により財務体

質はより強化されております。 

 結果、当中間会計期間の業績につきましては、売上高は2,409百万円（前年同期比11.1％減少）となりました。

製品売上は1,149百万円と前年同期比213百万円減少（前年同期比15.7％減少）し、印刷売上も1,228百万円と前年

同期比60百万円の減少（前年同期比4.7％減少）となりました。商品売上も31百万円と前年同期比26百万円減少

（前年同期比45.1％減少）しております。 

 損益面につきましては、売上の減少が響いたものの、印刷内製による付加価値増加と前事業年度よりの継続的な

固定費削減が寄与し、営業利益は19百万円の黒字（前年同期比18百万円増加）を計上し、経常損益面でも、経常利

益12百万円（前年同期比10百万円増加）を計上しました。中間純損益につきましては、当中間期より適用された減

損会計による減損損失2,396百万円を主な内容とする特別損失を計上したことにより、中間純損失は2,444百万円

（前年同期は19百万円の中間純利益）となっております。 

 なお、当中間会計期間の事業部門別（商品体系別）の営業状況は以下のとおりであります。 

（製品制作部門） 

 主力製品である製版は、顧客の内製化・工程の統合が進み、価格低減圧力も前事業年度に増して強く、売上高

は前中間会計期間と比較して15.7％減少いたしました。 

（印刷部門） 

 印刷部門の売上高は前中間会計期間と比較し4.7％減少と不甲斐ない成果に終わりました。「光陽社プリンテ

ィングセンター」強化によって印刷対応力を強化し、売上増強努力が今一歩足りませんでした。 

（商品部門） 

 当部門の売上高は前中間会計期間と比較し、45.1％減少しております。 



事業部門別の当中間会計期間の売上実績は以下のとおりであります。 

 （注） ダブル・クロック総売上高は、事業部門別売上高のうちダブル・クロック店舗における売上高を再集計したも

のであります。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における当社の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動によるキャッシュ・フ

ローで39百万円増加、投資活動によるキャッシュ・フローで１億40百万円減少、財務活動によるキャッシュ・フロ

ーで２億2百万円増加し、資金の増加額は１億2百万円となり、当中間会計期間末残高は８億51百万円となりまし

た。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において営業活動における資金の増加は39百万円（前年同期は１億5百万円の資金減少）となり

ました。これは、主に売上債権の減少額１億74百万円による資金の増加（前年同期は56百万円の資金減少）と仕入

債務の減少額１億3百万円による資金減少（前年同期は18百万円の資金減少）等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において投資活動における資金の減少は1億40百万円（前年同期は83百万円の資金増加）となり

ました。これは、主に投資有価証券の取得による支出1億53百万円の資金の減少（前年同期は3百万円の資金減少）

等があったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において財務活動による資金の増加は２億2百万円（前年同期は２億58百万円の資金増加）とな

りました。これは、短期借入金の純増加額による資金増加1億25百万円（前年同期は32百万円の資金増加）、長期

借入による収入による資金増加３億50百万円（前年同期は４億50百万円の資金増加）に対し、長期借入金の返済に

よる支出による資金減少２億71百万円（前年同期は２億23百万円の資金減少）等があったことによるものでありま

す。 

  
当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

増減 

製品制作部門（千円） 1,149,561 1,363,313 △213,751 

印刷部門（千円） 1,228,124 1,288,570 △60,446 

商品部門（千円） 31,872 58,010 △26,138 

合計（千円） 2,409,558 2,709,895 △300,336 

（内ダブル・クロック総売上高）（千円） (361,383) (594,209) (△232,826) 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間における生産実績を事業部門ごとに示すと、以下のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当中間会計期間における受注状況を事業部門ごとに示すと、以下のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）商品仕入実績 

 当中間会計期間における商品仕入実績を事業部門ごとに示すと、以下のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(4）販売実績 

 当中間会計期間における販売実績を事業部門ごとに示すと、以下のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

の記載は、当該割合が、100分の10未満であり記載を省略しております。 

３．前中間会計期間及び当中間会計期間の主要な輸出先及び輸出販売高及び割合の記載は、当該割合が、100分

の10未満であり記載を省略しております。 

事業部門の名称 当中間会計期間（千円） 前年同期比（％） 

製品制作 1,148,238 △14.4 

印刷 1,232,015 △5.5 

合計 2,380,254 △10.0 

事業部門の名称 当中間会計期間(千円) 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

製品制作 1,154,231 △13.8 72,971 △9.5 

印刷 1,243,212 △6.7 92,497 5.5 

合計 2,397,443 △10.3 165,469 △1.7 

事業部門の名称 当中間会計期間（千円） 前年同期比（％） 

商品 14,774 △79.1 

合計 14,774 △79.1 

事業部門の名称 当中間会計期間（千円） 前年同期比（％） 

製品制作 1,149,561 △15.7 

印刷 1,228,124 △4.7 

商品 31,872 △45.1 

合計 2,409,558 △11.1 



３【対処すべき課題】 

 当社の対処すべき課題は、デジタル化による印刷工程統合化が進み、印刷事業を軸とする事業体へのあらゆる事業

領域の変革を伴う黒字の安定的確保であります。 

 次の事項を掲げてその対策に取り組み、当中間会計期間に浮き彫りにされた弱点や課題を克服し、下期に向けて強

力に実行し黒字安定化を実現してまいります。 

①業態変革の定着 

②印刷の社内生産推進による付加価値の増加 

③選択と集中の推進による生産性向上、原価低減、合理化整備 

④財務体質の強化 

①業態変革につきましては、当中間期の業績の主たる要因であります営業展開が第一と認識し、製版から印刷ま

でのトータル受注の推進、ダブル・クロックを中心とした小ロット印刷やディスプレイ製品等セールスプロモ

ーション関連製品の受注の推進、企画提案型営業展開のための企画部門による営業支援体制の強化を進めてお

りますが、当社の技術力を活かし顧客のニーズに積極的にお応えすることをさらに着実なものといたします。

②印刷内製化推進につきましては、「光陽社プリンティングセンター」（東京）の充実した生産体制に強力な印

刷受注活動によって印刷受注の内製をさらに進めて付加価値増加を図るとともに、短納期対応力を高め受注の

強化を図ってまいります。 

③合理化策につきましては、売上減退部門の統合・合理化を徹底して行っております。あわせて、通信回線の積

極的活用によるＤＴＰ生産に関する事業所間ネットワークの整備、印刷事業の事業フローの積極的効率化を推

進し、合理化効果と繁忙時対応力を充実してまいります。 

④財務体質の強化につきましては、今後とも債権回収の強化、資産の整理・有効活用を弛まず進め、財務体質の

健全化、キャッシュ・フローの改善をさらに進めてまいります。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社は、創業以来オフセット用写真版の製造販売に関する研究開発を主体としてまいりました。デジタル化の進行

に伴い、研究開発活動もその分野を広げ、デジタル化に対応した印刷技術の研究及びソフト開発、情報収集、分析な

どを行っております。合わせてその技術を活かした新商品開発や、新機材の性能評価と導入の可否の決定などを行っ

ております。企画本部及び企画制作部が主体となり、営業サイドに立った取り組みを行っております。 

 当中間会計期間における主要課題及び研究開発費は、次のとおりであります。 

製品制作ならびに印刷部門 

当中間会計期間に取り組みました事業課題は次のとおりであります。 

①色彩管理（CMS・カラーマネージメントシステム）の開発と環境整備 

②印刷デジタル化技術の推進（CTPシステム、高精細印刷） 

③開発ソフトの検証と販売サポート（Windows印刷ソフト、電子カタログソフト） 

④サーバーシステム・通信システム・社内LANの整備による生産・営業面での効率向上 

⑤業態変化に対する技術支援（ノウハウ共有化促進） 

⑥営業に対する技術支援（ノウハウ共有化促進） 

上記事業にかかわる当中間会計期間の研究開発費は7百万円となっております。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 14,000,000 

計 14,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月16日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 7,392,000 7,392,000 
大阪証券取引所 

市場第二部 
－ 

計 7,392,000 7,392,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年４月１日～ 

平成17年９月30日 
－ 7,392 － 3,503,020 － 676,673 



(4）【大株主の状況】 

 （注）当社の保有する自己株式279千株は上記の表には含まれておりません。 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄には証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数1個が含まれております。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

有限会社ティーケイオー 千葉県松戸市稔台796－６ 888 12.01 

株式会社片山 神戸市灘区青谷町四丁目８－15 614 8.30 

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜二丁目４－６ 523 7.07 

片山 英彦 神戸市灘区青谷町四丁目８－15 418 5.66 

大日本スクリーン製造株式会

社 

京都市上京区堀川通寺之内上ル四丁目天神

北町１－１ 
282 3.81 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６－６ 170 2.30 

光陽社従業員持株会 大阪市中央区谷町四丁目７－11 104 1.41 

株式会社ジャパン 大阪市中央区淡路町一丁目５-13 102 1.37 

 株式会社奥村組  大阪市阿倍野区松崎町二丁目２－２ 95 1.28 

 株式会社研文社  大阪市北区堂山町13－17 89 1.20 

計 － 3,287 44.46 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 279,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,964,000 6,964 － 

単元未満株式 普通株式 149,000 － 
１単元（1,000株）

未満の株式 

発行済株式総数 7,392,000 － － 

総株主の議決権 － 6,964 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社光陽社 
大阪市中央区谷町四

丁目７番11号 
279,000 － 279,000 3.77 

計 － 279,000 － 279,000 3.77 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 267 305 245 252 250 243 

最低（円） 209 212 212 221 216 218 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で）の中間財務諸表及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、

中央青山監査法人により中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  797,575   901,921   799,903   

２．受取手形 ※2 494,623   313,892   464,494   

３．売掛金  852,163   866,350   874,445   

４．たな卸資産  196,911   161,184   179,776   

５．その他   215,871   185,826   60,669   

貸倒引当金  △24,500   △26,774   △28,271   

流動資産合計   2,532,643 34.8  2,402,401 47.8  2,351,018 33.0

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産            

(1）建物・構築物 ※1.2 862,528   559,627   832,184   

(2）機械装置 ※1 112,812   85,025   97,897   

(3）土地 ※2 2,550,799   550,601   2,550,799   

(4）その他  ※1 29,714   24,296   25,386   

有形固定資産合
計  3,555,855   1,219,549   3,506,267   

２．無形固定資産  42,889   34,136   37,551   

３．投資その他の資
産           

(1）投資有価証券 ※2 968,930   1,235,070   1,067,608   

(2）その他  279,961   171,683   255,485   

貸倒引当金  △98,746  △34,555   △84,777   

投資その他の資
産合計  1,150,145   1,372,197   1,238,315   

固定資産合計   4,748,890 65.2  2,625,883 52.2  4,782,134 67.0

資産合計   7,281,534 100.0  5,028,285 100.0  7,133,153 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形  437,953   413,895   460,765   

２．買掛金  253,715   235,580   292,003   

３．短期借入金 ※2 812,820   929,440   739,600   

４．未払法人税等  13,943   13,169   27,728   

５．その他   292,912   251,959   123,895   

流動負債合計   1,811,344 24.9  1,844,045 36.7  1,643,993 23.1

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※2 891,070   753,660   739,770   

２．退職給付引当金  377,037   402,169   393,183   

３．その他  6,413   143,263   45,887   

固定負債合計   1,274,520 17.5  1,299,092 25.8  1,178,841 16.5

負債合計   3,085,865 42.4  3,143,137 62.5  2,822,834 39.6

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   3,503,020 48.1  3,503,020 69.6  3,503,020 49.1

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  676,673   676,673   676,673   

資本剰余金合計   676,673 9.3  676,673 13.4  676,673 9.5

Ⅲ 利益剰余金           

１．中間（当期）未
処分利益又は中
間未処理損失
（△） 

 19,891   △2,380,816   64,156   

利益剰余金合計   19,891 0.3  △2,380,816 △47.3  64,156 0.9

Ⅳ その他有価証券評
価差額金   26,175 0.4  118,658 2.4  98,069 1.3

Ⅴ 自己株式   △30,092 △0.4  △32,388 △0.6  △31,601 △0.4

資本合計   4,195,668 57.6  1,885,147 37.5  4,310,318 60.4

負債及び資本合計   7,281,534 100.0  5,028,285 100.0  7,133,153 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     2,709,895 100.0 2,409,558 100.0   5,519,537 100.0 

Ⅱ 売上原価     2,124,100 78.4 1,860,038 77.2   4,274,465 77.4

売上総利益     585,794 21.6 549,519 22.8   1,245,072 22.6

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    585,051 21.6 530,174 22.0   1,160,527 21.0

営業利益     743 0.0 19,344 0.8   84,544 1.5

Ⅳ 営業外収益 ※2   31,064 1.2 19,995 0.8   50,390 0.9

Ⅴ 営業外費用 ※3   29,664 1.1 26,849 1.1   71,252 1.3

経常利益     2,143 0.1 12,490 0.5   63,683 1.2

Ⅵ 特別利益 ※4   73,457 2.7 3,654 0.2   72,059 1.3

Ⅶ 特別損失 ※5,6   49,043 1.8 2,454,488 101.9   58,288 1.1

税引前中間（当
期）純利益又は中
間純損失（△） 

    26,558 1.0 △2,438,343
△

101.2 
  77,453 1.4

法人税、住民税及
び事業税 

    6,666 0.3 6,630 0.3   13,297 0.2

中間（当期）純利
益又は中間純損失
（△） 

    19,891 0.7 △2,444,973
△

101.5 
  64,156 1.2

前期繰越利益     － 64,156   － 

中間（当期）未処
分利益又は中間未
処理損失（△） 

    19,891 △2,380,816   64,156 

            



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税引前中間（当期）
純損益（損失：△） 

  26,558 △2,438,343 77,453

減価償却費   62,892 44,101 117,099

減損損失   － 2,396,175 －

貸倒引当金の増減額
（減少：△） 

  9,919 △51,718 △278

退職給付引当金の増
減額（減少：△） 

  △45,802 8,985 △29,655

受取利息及び受取配
当金 

  △9,929 △9,702 △13,097

支払利息   26,429 22,487 52,393

為替差損益 
（益：△） 

  894 △537 645

    固定資産除却損                   1,977 1,906                 3,459 

固定資産売却損   － － 895

 リース資産除却損   23,948 － 23,948

投資有価証券売却益   △71,121 － △71,148

投資有価証券売却損   11,035 866 11,141

投資有価証券評価損   3,040 10,591 400

会員権評価損   680 － 680

売上債権の増減額
（増加：△） 

  △56,876 174,317 △28,605

たな卸資産の増減額
（増加：△） 

  △27,682 18,591 △10,547

仕入債務の増減額
（減少：△） 

  △18,825 △103,266 42,275

その他   △13,012 △8,880 12,868

小計   △75,873 65,572 189,925

利息及び配当金の受
取額 

  9,933 9,859 12,948

利息の支払額   △26,508 △22,918 △52,146

法人税等の支払額   △13,535 △13,260 △13,536

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △105,983 39,254 137,191

 



    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の預入によ
る支出 

  △60,000 △60,000 △120,000

定期預金の払戻によ
る収入 

  60,000 60,000 120,000

有形固定資産の取得
による支出 

  △5,192 △2,709 △54,837

有形固定資産の売却
による収入  

  － － 1,426

投資有価証券の取得
による支出 

  △3,123 △153,035 △6,096

投資有価証券の売却
による収入 

  92,868 1,750 127,755

 関係会社株式の精算
による収入 

  － 15,263 － 

 その他 

  

  

  

△823 

  

△1,984 

  

415 

  

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  83,729 △140,717 68,662

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の純増減
額（減少：△） 

  32,000 125,000 △12,000 

長期借入れによる収
入 

  450,000 350,000 550,000

長期借入金の返済に
よる支出 

  △223,660 △271,270 △504,180

その他   △334 △786 △1,843

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  258,005 202,943 31,976

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  △894 537 △645

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額 

  234,857 102,017 237,185

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  512,718 749,903 512,718

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  747,575 851,921 749,903

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

  ───── 

  

子会社株式 

…移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

 満期保有目的の債券 

 …償却原価法（定額法） 

 ───── 

  

(1）有価証券 

  ───── 

  

子会社株式 

…同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定） 

  時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

時価のないもの 

…同左 

時価のないもの 

…同左 

  (2）デリバティブ 

…時価法 

(2）デリバティブ 

…同左 

(2）デリバティブ 

…同左 

  (3）たな卸資産 

商品・原材料・貯蔵品 

…先入先出法による原価

法 

(3）たな卸資産 

商品・原材料・貯蔵品 

…同左 

(3）たな卸資産 

商品・原材料・貯蔵品 

…同左 

  製 品…総平均法による原価法  ─────  ───── 

  仕掛品…売価還元法による原価

法 

仕掛品…同左 仕掛品…同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

……定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を

除く）については、定額法を採

用しております。 

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

(1）有形固定資産 

……同左 

(1）有形固定資産 

……同左 

  (2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

 なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。 

 ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づい

ております。 

  

(2）無形固定資産 

……同左 

(2）無形固定資産 

……同左 

  (3）長期前払費用 

……均等償却 

(3）長期前払費用 

……同左 

(3）長期前払費用 

……同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売掛金、貸付金等の債権の貸

倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

 同左 

(1）貸倒引当金 

 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額を計上しております。 

 ただし、当中間会計期間末に

おいては、支給見込はありませ

ん。 

(2）賞与引当金 

 同左 

(2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額を計上しております。 

 ただし、当事業年度末におい

て支給見込みはありません。 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異に

ついては15年による按分額を費

用処理しております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

(3）退職給付引当金 

 同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異に

ついては15年による按分額を費

用処理しております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理してお

ります。 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、期末日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 特例処理の要件を満たしている

金利スワップについては、特例

処理を採用しております。 

  

(1）ヘッジ会計の方法 

 同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

 同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段   ヘッジ対象 

金利スワップ   借入金 

 同左  同左 

  (3）ヘッジ方針 

 社内管理規定の「デリバティ

ブ管理規定」に基づき、金利変

動リスクをヘッジしておりま

す。借入金については、金利変

動リスクのヘッジのために金利

スワップ取引を行っておりま

す。 

(3）ヘッジ方針 

 同左 

(3）ヘッジ方針 

 同左 

 



    中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

７．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預

金および容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなります。 

同左 同左 

８．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式を採用してお

ります。また、表示につきまし

ては仮払消費税等と仮受消費税

等を両建し、それぞれ流動資産

の「その他」、流動負債の「そ

の他」に含めて中間貸借対照表

に計上しております。 

消費税等の会計処理 

 同左 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

 （自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日） 

 （自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日）  

 （自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

 ─  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これにより税引前中間純損失は

2,396,175千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額につきまし

ては、改正後の中間財務諸表等規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しております。 

 ─ 



追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１.外形標準課税の取扱について 

「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成15年法律第９号）が平成15年３月31

日に公布され、平成16年４月１日以降に開

始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当中間会計期間から

「法人事業税における外形標準課税部分の

損益計算書の表示についての実務上の取扱

い」（企業会計準備委員会、実務対応報告

12号 平成16年２月13日）に基づき、法人

事業税の付加価値割及び資本割7,313千円

を、販売費及び一般管理費に計上しており

ます。 

１.      ────── 

  

１.外形標準課税の取扱について  

 「地方税法等の一部を改正する法律」

（平成15年法律第９号）が平成15年３月31

日に公布され、平成16年４月１日以降に開

始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法

人事業税における外形標準課税部分の損益

計算書の表示についての実務上の取扱い」

（企業会計準備委員会、実務対応報告12号 

平成16年２月13日）に基づき、法人事業税

の付加価値割及び資本割14,468千円を、販

売費及び一般管理費に計上しております。 

２.所有目的の変更 

前事業年度において投資その他の資産の

賃貸不動産として表示しておりました土

地・建物等2,031,395千円は当中間会計期間

より賃貸用から印刷事業部の江東工場に転

用したため有形固定資産として表示してお

ります。 

２．     ────── 

  

２.所有目的の変更  

前事業年度において投資その他の資産の

賃貸不動産として表示しておりました土

地・建物等2,031,395千円は当事業年度より

賃貸用から印刷事業部の江東工場に転用し

たため有形固定資産として表示しておりま

す。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却

累計額 

（千円） 

2,913,946 

（千円） 

2,963,662 

（千円） 

2,957,060 

※２．担保に供している資産       

  

受取手形 

建物・構築物 

土地 

投資有価証券 

計 

上記に対応する債務 

短期借入金 

一年以内に返済の長

期借入金 

長期借入金 

計 

（千円）

287,564 

851,587 

2,549,999 

923,949 

4,613,100 

  

314,000 

474,820 

871,070 

1,659,890 

（千円）

－ 

550,077 

549,801 

971,768 

2,071,646 

  

395,000 

464,640 

671,410 

1,531,050 

（千円）

210,980 

821,964 

2,549,999 

1,029,934 

4,612,878 

  

270,000 

445,600 

731,770 

1,447,370 

 ３．受取手形割引高 （千円） 

180,068 

（千円） 

180,234 

（千円） 

200,060 



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  （千円） （千円） （千円） 

 １．減価償却実施額       

有形固定資産 54,379 38,009 103,724 

無形固定資産 6,979 5,831 12,855 

※２．営業外収益の主要項目       

受取利息 64 45 130 

 有価証券利息 － 617 － 

受取配当金 9,865 9,039 12,967 

受取保険金 10,967 － 14,967 

※３．営業外費用の主要項目       

支払利息 26,429 22,487 52,393 

※４．特別利益の主要項目       

投資有価証券売却益 71,121 － 71,148 

 貸倒引当金戻入益 1,425 2,403 － 

※５．特別損失の主要項目       

 減損損失 － 2,396,175 － 

 固定資産除却損 1,977 1,906 3,459 

リース資産除却損 23,948 － 23,948 

固定資産売却損 － － 895 

投資有価証券評価損 3,040 10,591 400 

投資有価証券売却損 11,035 866 11,141 

 役員退職慰労金 － 41,475 － 

 ※６. 減損損失       

     当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損損

失を計上しました。 

 当社は、事業拠点別を基本として

資産をグループ化し、減損の判定を

行いました。 

 印刷事業部は主として土地の時価

の著しい下落による減損が認められ

ますので、印刷工場における資産グ

ループの帳簿価額を正味売却価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失

（1,624,700千円）として特別損失

に計上しました。その内訳は、建物

208,826千円、土地1,271,420千円、

リース機械他144,452千円でありま

す。 

 遊休資産は主として土地の時価の

著しい下落による減損が認められま

すので、帳簿価額を正味売却価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失

（771,474千円）として特別損失に

計上しました。その内訳は、建物

42,696千円、土地728,778千円であ

ります。 

 なお、当資産グループの回収可能

価額は正味売却価額により測定して

おり、建物及び土地等については不

動産鑑定士の鑑定評価等により評価

しております。 

場所 用途  種類 
金額  

（千円） 

印刷事業

部 

東京都江

東区） 

 印刷工場
 建物及び

土地等 
1,624,700

 遊休資産

大阪市中

央区） 

 遊休資産
 建物及び

土地 
 771,474

  



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 797,575千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△50,000千円

現金及び現金同等物 747,575千円

現金及び預金勘定 901,921千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△50,000千円

現金及び現金同等物 851,921千円

現金及び預金勘定 799,903千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△50,000千円

現金及び現金同等物 749,903千円



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有

権が借主に移転する

と認められるもの以

外のファイナンス・

リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

機械装置 1,023,534 507,235 516,299 

工具器具
備品 

3,659 304 3,354 

その他 44,022 22,358 21,663 

合計 1,071,216 529,898 541,318 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計額及

び中間期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

 減損損
失累計額
相当額 
（千円) 

中間期末
残高相当
額 
（千円）

機械装置 827,893 378,910 136,461 312,521

工具器具
備品 

3,659 1,035 － 2,624

その他 30,698 14,830 7,991 7,876

合計 862,251 394,776 144,452 323,022

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

機械装置 786,961 349,513 437,447

工具器具
備品 

3,659 670 2,988

その他 30,698 12,665 18,033

合計 821,319 362,849 458,470

  (2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

 (2）未経過リース料中間期末残高相当額

等 

   未経過リース料中間期末残高相当額 

  

  １年内 152,187千円

１年超 402,875千円

合計 555,062千円

   

１年内 133,157千円

１年超 330,349千円

合計 463,506千円

   

リース資産

減損勘定の

残高 

124,103千円

１年内 130,772千円

１年超 342,652千円

合計 473,424千円

   

  (3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定

の取崩額、減価償却費相当額、支払利

息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

  支払リース料 90,179千円

減価償却費相

当額 
82,611千円

支払利息相当

額 
8,195千円

支払リース料 80,365千円

リース資産減

損勘定の取崩

額 

20,349千円

減価償却費相

当額 
51,988千円

支払利息相当

額 
9,450千円

減損損失 144,452千円

支払リース料 181,898千円

減価償却費相

当額 
165,541千円

支払利息相当

額 
18,623千円

  (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数として、

残存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間会計期間末（平成17年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 933,742 966,211 32,468 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 933,742 966,211 32,468 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式 12,600 

その他有価証券   

非上場株式 2,719 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 910,895 1,082,351 171,455 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 910,895 1,082,351 171,455 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

満期保有目的の債券   

 投資信託受益証券 150,000 

その他有価証券   

非上場株式 2,719 



前事業年度末（平成17年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注） 時価は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間 

該当事項はありません。 

当中間会計期間 

該当事項はありません。 

前事業年度 

該当事項はありません。 

  取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 921,052 1,064,889 143,837 

(2）債券 － － － 

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 921,052 1,064,889 143,837 

  貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式 12,600 

その他有価証券   

非上場株式 2,719 

対象物 
の種類 

取引の種類 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

契約額等 
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

契約額等 
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

契約額等 
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

金利 

金利スワップ取引                   

支払変動・受取固

定 
500,000 △2,468 － － － － － － － 

支払固定・受取変

動 
621,400 △29,729 △29,314 10,000 △37 △37 50,000 △234 △234 

合計 1,121,400 △32,197 △29,314 10,000 △37 △37 50,000 △234 △234 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額又は1株当たり中間純損失金額の算定の基礎は以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 588.92円

１株当たり中間純利益

金額 
2.79円

１株当たり純資産額 265.06円

１株当たり中間純損失 343.69円

１株当たり純資産額 605.76円

１株当たり当期純利益

金額 
9.01円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

中間(当期)純利益又は中間

純損失（千円） 
19,891 △2,444,973 64,156 

普通株主に帰属しない金額

（千円） 
－ － － 

普通株式に係る中間(当期)

純利益又は中間純損失（千

円） 

19,891 △2,443,973 64,156 

期中平均株式数（千株） 7,125 7,113 7,121 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。  該当事項はありません。  該当事項はありません。 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第57期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日近畿財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１０日

株 式 会 社 光 陽 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社光陽社の平

成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第５７期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０

日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を

行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社光陽社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９

月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 片 岡 茂 彦 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 市 村 和 雄 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月９日

株 式 会 社 光 陽 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社光陽社の平

成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第５８期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０

日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を

行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社光陽社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事実の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より「固定資産の減損に係る会

計基準」を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 市 村 和 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 植 田 益 司 
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